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論 文

2サイト地域エネルギーシステムにおける
コージェネレーションユニットの非線形制御

—電気およびガスフローの同時調整*

星野　　光 †・薄　　良彦 ‡・T. John Koo§・引原　隆士 †

Nonlinear Control of Combined Heat and Power Plants
in a Two-site Regional Energy System

—Simultaneous Regulation of Electricity and Gas Flows*

Hikaru Hoshino†, Yoshihiko Susuki‡, T. John Koo§ and Takashi Hikihara†

This paper is concerned with coordinated control of combined heat and power (CHP) plants for
regional-scale energy management. The objective of the control is to regulate electricity and gas
flows (energy flows) through an regional energy system with two CHP plants. In order to manage
energy imbalances of demand and supply inside the region, the gas flow is indirectly regulated with
tracking control of boiler pressure to a suitable reference trajectory. The output tracking controller
is designed by the input-output linearization of a nonlinear state-space model of the energy system.
Effectiveness of the proposed controller is established with numerical simulations under a practical
set of system parameters.

1. はじめに
電気，熱，ガスなどを供給するエネルギーシステムは，

小規模かつ個別のシステムから，大規模かつ互いに結合
したシステムへと発展してきた．近年，これらのエネル
ギーシステムの統合的な解析，設計，制御によるエネル
ギーの利用効率，品質，供給信頼性の向上が期待されて
いる [1,2]．このための要素技術として，コージェネレー
ション (Combined Heat and Power; CHP)やヒートポ
ンプなどのエネルギー変換機器の活用が重要である．こ
れらの機器の電気供給源としての活用として，広域の電
力系統制御に関わるアンシラリーサービスがあり，再生
可能エネルギー源の出力変動の補完 [3–5]や，デマンド
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Fig. 1 Schematic diagram of regulation of electricity and

gas flows

レスポンス [6]などが提案されている．一方，上記の活用
では，変換機器の電気出力の変化に伴い熱出力が変化し，
熱需給の過不足が生じる．地域冷暖房などの熱供給シス
テムの導入は，個別の蓄熱槽を導入することなく，上記
の過不足を吸収する方法として期待されている [7,8]．
本論文では，二つのCHPを含む地域エネルギーシス

テム（2.で詳述）を対象として，電気，熱，ガスの地域
規模のエネルギーマネジメントについて検討する．前述
の先行研究を受けて，熱供給システムがエネルギーの蓄
積要素として地域内のエネルギー需給の過不足を吸収し，
地域外とのエネルギー授受に相当する電気およびガス
フローを独立に調整することを目的とする（Fig. 1を参
照）．単一のCHPでは所望の電気供給量を得るためのガ
ス使用量が調整不可能であるのに対し，複数のCHPの
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協調は，電気供給量を維持したうえでガス使用量のピー
クを抑制するなどの新たな機能の実現につながる．
また，上記のような地域外とのエネルギー授受の調

整は，対象地域を一つのエネルギー変換要素として扱
う意味でエネルギーハブ [1]の概念と親和性がある．文
献 [9,10]では，蓄熱槽を有する複数のエネルギー変換要
素で構成されるネットワークに対して電気およびガスの
フローを最適化するモデル予測制御が検討されている．
本論文で導出する制御則は，地域エネルギーシステムに
対してこれらの最適化手法を実現可能とする意味でも有
用である．
上記の機能を達成するためには，地域内でCHPの動

作点を大きく変更する制御が求められる．本論文では，
このためのフィードフォワードおよびフィードバック則
の設計に入出力線形化 [11,12]が有効であることを示す．
制御対象の非線形状態方程式モデルに対して，適切な座
標変換を数式処理ソフトウエアによりあらかじめ導出し
ておくことで，非線形性を補償する制御則が導出される．
このための状態方程式モデルは筆者らの前報告 [13–16]

に基づき導出する．また，入出力線形化を用いる利点と
して，多入力多出力システムの非干渉化 [11,12]がある．
本論文では，二つのCHPの指令値を入力とし，出力に
ついては，電気，熱，ガスのうち，電気および熱に関す
る変数を選択する．これにより，まず，地域外への電気
フローの調整を熱およびガスのマネジメントから分離し
て達成する．つぎに，熱供給システムがエネルギー需給
の過不足を吸収するよう制御則を導出し，間接的にガス
フローの調整を達成する．
本論文は，筆者らの先行発表 [17]に制御系設計の新た

な知見を加えたものであり，構成は以下の通りである．
2.では，対象のシステム構成および問題設定を述べる．
3.では対象の数学モデルを導出し，4.で [17]を基に入
出力線形化の適用結果を示す．5.で所望の制御系を設計
し，6.で数値シミュレーションによりその有効性を検討
する．7.で本論文をまとめ，今後の課題を述べる．

2. システム構成および問題設定
本節では，検討対象のシステム構成を説明し，問題設

定を明確にする．電気およびガスのエネルギーフローを
独立に調整するためには，特性（出力比）の異なるエネ
ルギー変換機器を二つ組み合わせたシステムが最小構
成となる．本論文では，Fig. 2に示す特性の異なる二つ
のCHPを含むシステムを対象とする．Fig. 2において，
CHPと負荷の組を本論文ではサイトとよび，検討対象
を 2サイト地域エネルギーシステムとよぶ．CHPはガス
タービン，発電機およびボイラで構成され，都市ガスの
供給を受けて電力および蒸気を発生する．二つのサイト
は送電線を介して接続され，商用系統への連系点から地
域外へ電気を供給する．さらに，二つのサイト間では蒸
気配管による熱の融通が可能となっている．二つのCHP

Commercial
power grid

Site #2

DemandCHP

Site #1

DemandCHP Transmission line

Steam pipeGas pipe

Gas Utility

Fig. 2 Schematic diagram of two-site regional energy

system which we study in this paper

のガス使用量の合計および連系点電力がそれぞれ Fig. 1

のガスおよび電気フローに対応する．
つぎに，制御系の設計方針を述べる．本論文では，二

つのCHPにより連系点電力およびガス使用量を調整す
るため，その影響が地域内の熱供給システムにおけるエ
ネルギーの過不足として現れる．一方，熱供給システム
で吸収できるエネルギーの過不足には許容範囲がある．
本論文で扱うボイラの場合には，需給がバランスした定
常状態に対してガス使用量が多い（少ない）場合には，
エネルギーが余り（不足し）， 蒸気圧力が上昇（低下）
する [18,19]．したがって，ボイラ圧力が許容範囲に収ま
る場合に上記の電気およびガスの調整が可能である．本
論文では，熱とガスに関する上記の物理的対応を基に，
ボイラ圧力が増加（または減少）する目標軌道への追従
により，間接的にガス使用量が調整可能であることを理
論的に示す．連系点電力の目標値追従と同時に，ガス使
用量を目標値へ収束させるように，ボイラ圧力の目標軌
道を設計しこれへの追従を達成する制御則を導出する．
これは，ボイラ圧力が許容の範囲内に収まるよう適切な
目標軌道への追従を行うことでガス使用量を調整するエ
ネルギーマネジメントの実現につながる．

3. 数学モデル
本節では，前報告 [13–16]に基づき検討対象の数学モ

デルを導出する．本モデルはガスタービン，電気ネット
ワークおよび熱ネットワークの三つのサブシステムで構
成される．ガスタービンは二つのサイトのCHPに含ま
れ，都市ガスの燃焼によって発電機への機械的トルクを
発生し高温排気を放出する．サイト#iのガスタービン
で発生する機械的入力Pmiは発電機を介して電気ネット
ワークへと伝達される．同時に排気からは単位時間あた
りQ′

aiの熱量が吸収され，熱ネットワークのボイラで蒸
気が発生する．

3.1 ガスタービン
ガスタービンの動特性としては指令値に対する応答遅

れを考慮し，文献 [20]のモデルを単純化したものを用い
る．状態変数は以下の通りである（ベクトルまたは行列
の転置を Tで表す）．

xg :=
[
vp1,wf1,wt1,vp2,wf2,wt2

]T
(1)
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ただし，vpiは燃料バルブの位置を表し，wfiおよびwti

は燃焼器およびタービンにおける燃料流量を表す．各変
数はそれぞれ定格の値で単位化されており，[0,1]の範囲
の値をとる．変数 xgのダイナミクスは次式で表される．

Tviv̇pi =−vpi+Woi+(1−Woi)ui (2a)

Tfiẇfi =−wfi+vpi (2b)

TCDiẇti =−wti+wfi (2c)

ただし，i=1,2であり，入力 ui ∈ [0,1]は CHPの指令
値に相当する．パラメータ Tvi, Tfiおよび TCDiはそれ
ぞれバルブ，燃料供給システムおよびコンプレッサ排気
の時定数である．パラメータWoiは燃料流量の下限を表
す．ここで，機械的入力Pmiおよび熱入力Q′

aiはそれぞ
れ以下で与えられる．

Pmi(wti) :=Kei
wti−Woi

1−Woi
(3a)

Q′
ai(wfi) :=Khi

wfi+βi

1+βi
(3b)

ただし，KeiおよびKhiは機械的入力および熱入力の定
格値に相当し，定数Khi(Woi+βi)/(1+βi)は ui =0に
相当する熱出力の値を表す．ここで二つのCHPによる
ガス使用量Pgasは次式で与えられる．

Pgas(xg) :=wf1+wf2 (4)

3.2 電気ネットワーク
電気ネットワークに関しては，動揺方程式 [21]に基づ

き発電機の電気機械的な動特性を考慮する．対応する状
態変数は下記の通りである．

xe :=
[
δ1,ω1, δ2,ω2

]T
(5)

ただし，δi は発電機の相差角を表し，ωi は回転角周波
数偏差を表す．変数 δi は電気角であり，ωi は基準量
ωr :=

√
ωs/2Hi で無次元化されている．ただし，ωs お

よびHiは発電機の同期速度および単位慣性定数を表す．
変数 xeの動特性は次式で表される．

Teiδ̇i = ωi (6a)

Teiω̇i = Pmi(xg)−Diωi−Pei(δ1, δ2) (6b)

ただし，Tei := 1/ωr であり，Di は減衰係数を表す．関
数Pei(δ1, δ2)は発電機の電気的出力を表す．

Pei(δ1,δ2)=
∑

j∈{1,2,∞}

Pij(δ1,δ2) (7)

ただし，記号∞は商用系統に相当する無限大母線を表
し，Pij(δ1,δ2)は以下で与えられる．

Pij(δ1,δ2)=EiEj{Gij cos(δi−δj)

+Bij sin(δi−δj)} (8)

ただし，δ∞ =0であり，Eiは過渡リアクタンス背後電
圧に対応する．パラメータGij +iBij は電圧 Eiおよび
Ejの間の伝達アドミタンスを表す．電力消費および送電
線における損失はGijで表される．同様に，商用系統へ
の連系点電力は次式で表される．

Pe∞(δ1,δ2)=−P∞1(0,δ1)−P∞2(0,δ2) (9)

3.3 熱ネットワーク
熱ネットワークについては，文献 [18,19,22]に基づき

前報告 [14–16]で導出した，ボイラ圧力および配管内の
蒸気流速の時間変化を記述するモデルを用いる．モデル
の導出の詳細は [14–16]を参照されたい．状態変数は以
下の通りである．

xh :=
[
p1,p2,w

]T
(10)

ただし，pi はボイラ圧力の基準値からの偏差を表し，
w(> 0)は蒸気流速を表す．変数wおよび piはそれぞれ
基準量wr :=Q′

r/d
2hrρrおよび pr := ρrw

2
r で無次元化さ

れている．定数Q′
r, hrおよびρrはそれぞれ熱輸送量，比

エンタルピーおよび蒸気密度の基準量を表す．パラメー
タ dは配管の内径を表す．変数 xhのダイナミクスは次
式で表される．

Th1ṗ1 =Q′
a1(xg)−Q′

L1−Q′
12(w) (11a)

Th2ṗ2 =Q′
a2(xg)−Q′

L2−Q′
21(w) (11b)

Th3ẇ=
1

ρs
(p1−p2)−

λL

2d
w2 (11c)

ただし，Q′
Liは各サイトの熱負荷，ρsは蒸気密度，Lは配

管長，λは摩擦係数を表す．関数Q′
12(w)およびQ′

21(w)

は熱輸送を表し，以下で与えられる．

Q′
12(w)=−Q′

21(w)=
π

4
hcρsw (12)

ただし，hc は蒸発潜熱を表す．時定数 Thi について，
i=1,2に対しては Thi :=Q′

rei/d
4h2

rρr であり，ei はボ
イラに蓄積された内部エネルギーの圧力変化に対する変
化率を表す．時定数 Th3は Th3 := d2Lhrρr/Q

′
rで与えら

れる．

4. 入出力線形化の適用
本節では，検討対象の非線形状態方程式モデルに対し

て入出力線形化 [11,12]を適用する．本方法により，シス
テムの電気と熱の二つの出力を非干渉化し，それぞれの
出力の目標値（目標軌道）への追従を達成する．本論文
での制御系設計ではシステムの最小位相性 [11,12]が前
提である．以下では，下記の出力変数に対して入出力線
形化の適用結果およびシステムの最小位相性の条件を導
出する．

y1 = h1(x) :=Pe∞(xe1,xe3) (13a)
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y2 = h2(x) :=
Th1xh1+Th2xh2

Th1+Th2
(13b)

ただし，出力 y1は (9)式で与えられる連系点電力であり，
y2はボイラ圧力の（調和）平均を表す．対象とする状態
空間Xは x := (xT

g ,x
T
e ,x

T
h )

Tとして以下で与えられる．

X :=
{
x∈R13 | xgi ∈ [0,1], i=1,...,6,xh3 > 0

}
(14)

このとき，制御対象の状態方程式モデルは次式となる．


ẋg

ẋe

ẋh




� �� �
ẋ

=



fg(x)

fe(x)

fh(x)




� �� �
f(x)

+

2∑
j=1



ggj(x)

0

0




� �� �
gj(x)

uj (15a)

y =
[
h1(x) h2(x)

]T
(15b)

ただし，関数 fg, fe，fh，gg1および gg2は前節の数学モ
デルで与えられる非線形関数である．
システム (15)に対する入出力線形化の適用結果は以

下の補題で与えられる．
【補題 1】 出力 (13)を有するシステム (15)を考える．
このとき，状態空間Xのある開集合Dが存在し，x∈D

においてベクトル相対次数が {5,3}となる．さらに，つ
ぎの変数 ηで内部ダイナミクスを記述できる．

η :=
[
xg3,xe1,xe2,xh1−xh2,xh3

]T
(16)

（証明）本補題の証明では，状態方程式モデル (15)の
数式処理ソフトウエアによる解析を援用する．出力 (15)

に対する非干渉化行列 A(x)は出力 y1および y2をそれ
ぞれ 5回および 3回微分することで得られる:

A(x) :=


Lg1L

4
fh1(x) Lg2L

4
fh1(x)

Lg1L
2
fh2(x) Lg2L

2
fh2(x)


 (17)

ただし，Lfhはhの fに沿うリー微分を表す．行列A(x)

は変数 xe のみに依存することが確かめられ，その行列
式は次式となる．

detA(x)=−A1
dP∞1

dxe1
(xe1)+A2

dP∞2

dxe3
(xe3) (18)

ただし，A1 および A2 は正の定数であり，数学モデル
のパラメータにより決まる．上式において P∞1 および
P∞2は (8)式で与えられ，detA(x)が恒等的に零となる
ことはない．したがって，ベクトル相対次数が {5,3}と
なる開集合D1 ⊂X が存在する．さらに，D1上で以下
の座標変換Φを考える．

Φ :x �→ (ξe, ξh,η) (19)

ただし，変数 ξeおよび ξhは次式で与えられる．

ξe :=
[
h1(x) Lfh1(x) ··· L4

fh1(x)
]T

(20a)

ξh :=
[
h2(x) Lfh2(x) L

2
fh2(x)

]T
(20b)

このとき，ヤコビ行列式detDΦ(x)は以下で与えられる．

detDΦ(x) = F0

{
dP∞2

dxe3
(xe3)

}3

·
{
F1

dP∞1

dxe1
(xe1)−F2

dP∞2

dxe3
(xe3)

}

·
{
F3

dP∞1

dxe1
(xe1)−F4

dP∞2

dxe3
(xe3)

}
(21)

ただし，F0,...,F4は数学モデルのパラメータによって決
まる正の定数である．前述と同様の議論から，ある開集
合D2 ⊂Xが存在して x∈D2に対して detDΦ(x) ̸=0と
なる．detA(x) = 0または detDΦ(x) = 0をみたすX 内
の集合と交わらないように開集合D :=D1∩D2をとれ
ば補題 1が得られる． �

補題 1より，集合D上で内部ダイナミクスは次式で
表される．

η̇= q(ξe, ξh,η) := q̄(Φ−1(ξe, ξh,η)) (22)

ただし，関数 q̄(·)は以下で与えられる．

q̄(·) :=
[
fg3(·),fe1(·),fe2(·),fh1(·)−fh2(·),fh3(·)

]T

システムの最小位相性は，出力を目標値 yref1 および yref2

からの偏差 esとおきなおすことで検討できる．

es := [y1−yref1 , y2−yref2 ]T (23)

すなわち，es ≡ 0とおいた場合のゼロダイナミクスを検
討することで，最小位相性についてつぎの定理が成立
する．
【定理 1】 与えられた目標値yref1 =P ref

e∞およびyref2 =

pref に対して，システム (15)の平衡点 x∗で es =0とな
るものが存在するとする．このとき，(i) 点 x∗が補題 1

の開集合Dに属し，(ii) つぎの行列Q

Q :=
∂q

∂η
([P ref

e∞,0,...,0]T, [pref ,0,0]T,η∗) (24)

の固有値の実部がすべて負となるならば，(15a)および
(23)式で記述されるシステムは点 x∗で最小位相である．
（証明）補題 1の条件および最小位相性の定義 [11,12]

より明らか． �

5. 制御系の設計
本節では，Fig. 1に示す電気およびガスフローを調整

する制御器を設計する．これは，出力 (13)の適切な目標
軌道への追従によって間接的に達成される．以下では，目
標軌道追従のためのフィードフォワードおよびフィード
バック則の設計を議論する．前節の結果より，出力 (13)

と入力の関係は次式で表される [11,12]．
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[
y
(5)
1

y
(3)
2

]
=

[
−L5

fh1(x)

−L3
fh2(x)

]
+A(x)

[
u1

u2

]
(25)

ただし，y
(n)
i は yi の n 階の時間微分を表す．関数

L5
fh1(x), L

3
fh2(x)および行列A(x)は，数式処理ソフト

ウエアにより計算可能であり，状態 xの関数である．上
の (25)式を用いることで，出力を目標軌道へ追従させる
フィードフォワード則が導出される．まず，つぎの入力

[
u1

u2

]
=A−1(x)

[
−L5

fh1(x)+v1

−L3
fh2(x)+v2

]
(26)

を考えると，y
(5)
1 = v1 および y

(2)
2 = v2 を得る．すなわ

ち，y1と y2に関してそれぞれ独立の制御を検討できる．
目標軌道をそれぞれyref1 (t)およびyref2 (t)とおくと，出力
が目標軌道に完全に追従した状況では ξe(t)および ξh(t)

は次式を満たす．

ξe(t) = [ yref1 (t), ẏref1 (t), ...,y
ref(4)
1 (t) ]T (27a)

ξh(t) = [ yref2 (t), ẏref2 (t),y
ref(2)
2 (t) ]T (27b)

これらをそれぞれξrefe およびξrefh とおくと，所望のフィー
ドフォワード則は (26)において，v1=y

ref(5)
1 , v2=y

ref(3)
2

および x=Φ−1(ξrefe , ξrefh ,η)とおくことで得られる．た
だし，座標変換Φは (19)式で与えられる．変数 ηは次式
を解くことで与えられる．

η̇= q(ξrefe , ξrefh ,η) (28)

上記フィードフォワード制御による目標軌道への追従は
ξe(0)= ξrefe (0)および ξh(0)= ξrefh (0)のとき可能である．
上記に加えて，初期値のずれやモデルの不確かさに対

応するフィードバック則を設計する必要があり，さまざ
まな方法が提案されている [12,24]．本論文では，適切な
目標軌道を安定化することで電気およびガスフローの調
整が可能であることを理論的に示すため，入出力線形化
を直接用いた極配置により制御則を導出する．商用系統
への連系点電力の調整は y1の目標値追従により達成でき
る．一方，ガス使用量の調整に関しては，前節で出力と
したボイラ圧力 y2を介して間接的に行う．定常状態に対
してガス使用量が多い（少ない）場合には，エネルギー
が余り（不足し），結果として圧力は上昇（低下）する．
そこで，本論文では，y2に関してランプ状の目標値を与
えた場合の閉ループ系の安定性を検討することで，ガス
使用量が調整可能であることを示す．すなわち，以下の
目標値 yref1 および yref2 を考える．

yref1 (t) := P ref
e∞ (29a)

yref2 (t) := pref + t∆pref (29b)

目標値 (29)に対して，入出力線形化に基づく制御則は次
式で与えられる．

[
v1

v2

]
=

[
−αe1ξ̃e1 ···−αe5ξ̃e5

−αh1ξ̃h1 ···−αh3ξ̃h3

]
(30)

ただし，αej および αhj は制御器のパラメータである．
変数 ξ̃eおよび ξ̃hは目標値との偏差である:

ξ̃e :=
[
ξe1−P ref

e∞, ξe2, ξe3, ξe4, ξe5

]T
(31a)

ξ̃h :=



ξh1−pref − t∆pref

ξh2−∆pref

ξh3


 (31b)

変数 ξ̃eおよび ξ̃hを用いると，閉ループ系は次式で表さ
れる．

˙̃
ξe = Aeξ̃e (32a)
˙̃
ξh = Ahξ̃h (32b)

η̇ = q(ξ̃e+[P ref
e∞,0...,0]T,

ξ̃h+[pref + t∆pref ,∆pref ,0]T,η) (32c)

ただし，行列AeおよびAhは以下で与えられる．

Ae :=




0 1 0 0 0

0 0 1 0 0

0 0 0 1 0

0 0 0 0 1

−αe1 −αe2 −αe3 −αe4 −αe5




(33a)

Ah :=




0 1 0

0 0 1

−αh1 −αh2 −αh3


 (33b)

本論文の目標値 (29)は時間無限大では発散するため，
実システムへの適用ではある有限時区間に対して使用可
能である．ここで，圧力について，3.3で説明した無次
元化の基準量は ρrw

2
r（動圧）であり，ボイラの絶対圧

（静圧）と比べると小さい．このため，(29b)式のランプ
状の変化が問題となる時間スケール（上記の有限区間）
は，閉ループ系の時定数に比べて十分長い．したがって，
本論文の制御系の設計に関しては圧力が発散する目標値
を設定しても実用上問題ない．なお，蒸気供給システム
の無次元化と時間スケールに関する議論は文献 [16]とし
て別に報告している．上記の発散が問題となる長時間ス
ケールでの目標値（起動）の設定については今後の課題
である．
一方，圧力以外の状態変数については，制御則 (30)の

もとで有界性が保証される必要がある．本論文では，閉
ループ系の解の安定性について以下の定理が成立するこ
とを示す．
【定理 2】 システム (15)に対して制御則 (26)および
(30)を適用する．与えられた P ref

e∞ および∆pref に対し
て次式を満たす ηref が存在するとする．

q([P ref
e∞,0,...0]T, [0,∆pref ,0]T,ηref)= 0 (34)
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点 (ξe, ξh,η) = ([P ref
e∞,0,...0]T, [0,∆pref ,0]T,ηref)が補題

1の開集合 Dに属するならば，次式で表される偏差系
(32)の平衡点が存在する．

(ξ̃e(t), ξ̃h(t),η(t))= (0,0,ηref) (35)

さらに，多項式 s5+αe5s
4+ ···+αe1および s3+αh3s

2+

···+αh1がフルビッツであるとし，次式で与えられる行
列 Q̃の固有値の実部がすべて負とする．

Q̃ :=
∂q

∂η
([P ref

e∞,0,...,0]T, [0,∆pref ,0]T,ηref) (36)

このとき，偏差系の平衡点 (35)は局所漸近（指数）安定
である．
（証明）関数 q(ξe, ξh,η)の変数への依存関係を考える．
関数 qは (22)式より xの関数 q̄として与えられるため，
xが ξe，ξhおよび ηにどう依存するかを知る必要がある．
このために，まず，変数 ξeおよび ξhの xとの関係を議
論する．変数 ξeについて，(2)式および (6)式の右辺に
xh が含まれないため，(20a)式で定義される ξe は，xg

および xeのみの関数となる．変数 ξhについても同様に
xg および xhのみに依存する．さらに，ξh2を考えると
Lfh2(x)は xgのみの関数であることがわかる．(2)式の
右辺が xgのみを含むため，ξh3も xgのみの関数となる．
以上の議論から，つぎの座標変換Φ′が定義できる．

Φ′ : (xg,xe) �→ (ξe, [ξh2, ξh3]
T, [η1,η2,η3]

T) (37)

さらに，Φと等価な Φ̄ : x �→ (Φ′(xg,xe), ξh1,η4,η5)を考
えると次式が成立する．

DΦ̄(x)=




∂Φ′

∂xg

∂Φ′

∂xe
0

0 0

[
∂ξh1
∂xh

,
∂η4
∂xh

,
∂η5
∂xh

]T


 (38)

補題 1の開集合D上でdetDΦ(x) ̸=0なので，detDΦ̄ ̸=0

となり，座標変換 Φ′はD上で一対一である．したがっ
て，座標変換 Φ′−1 を考えたとき，xe および xg は ξh1，
η4 および η5 に依存しない．さらに，q̄(x)は xh に関し
て xh1−xh2 = η4および xh3 = η5の項のみを含む．した
がって q(ξe, ξh,η)は ξh1に依存せず，(32c)式は次式と等
価である．

η̇ = q(ξ̃e+[P ref
e∞,0...,0]T,ξ̃h+[0,∆pref ,0]

T,η) (39)

したがって (ξ̃e(t), ξ̃h(t),η(t))= (0,0,ηref)は閉ループ系
の平衡点である．また，安定性は以下の行列の固有値で
決定される．

　



Ae 0 0

0 Ah 0

∗ ∗ Q̃


 (40)

仮定より，Ae，Ahおよび Q̃の固有値はすべて負なので，

解 (35)は漸近（指数）安定である． �

定理 2 より，Φ′(xg,xe) は一定値へ収束するため，
ẋg = ẋe =0となる．したがって，(2)および (6)式より
つぎの結果を得る．
【系 1】 システム (15) に対して制御則 (26) および
(30)を適用する．与えられた P ref

e∞ および∆pref に対し
て定理 2の仮定が成立するとする．このとき偏差系の平
衡点 (35)上で，圧力xh1およびxh2を除く状態変数xは
一定値となり，連系点電力 Pe∞ およびガス使用量 Pgas

は次式を満たす．

Pe∞ = P ref
e∞ (41)

Pgas = P−1
m1 (Pe1(x

ref
e1 ,x

ref
e3 ))

+P−1
m2 (Pe2(x

ref
e1 ,x

ref
e3 )) (42)

ただし，xref
e1 および xref

e3 は (37)式の座標変換 Φ′を用い
て次式で与えられる．

xref
ej :=Φ′−1

j+6( [P ref
e∞,0...,0]T,

[∆pref ,0]T, [ηref1 ,ηref2 ,ηref3 ]T) (43)

ただし，j=1,3とする．
以上の議論では，目標値（目標軌道）に関するP ref

e∞お
よび∆pref が与えられた場合に定理 2の条件を用いて連
系点電力 Pe∞およびガス使用量 Pgasの最終値が評価可
能であることを示した．P ref

e∞が一定の場合，∆pref に対
して Pgasが定まるため，逆に所望の Pgasの最終値に対
して∆pref を陰的に計算することができる．これを踏ま
えて，本論文で導出した制御則のもとでの閉ループ系の
構造をFig. 3に示す．出力 y1 = ξe1および y2 = ξh1の目
標軌道 (29)式への追従によってPe∞およびPgasの目標
値への調整を達成する．なお，∆pref とPgasの関係につ
いては 6.2で検討する．

6. 数値シミュレーション
本節では，導出した制御則 (30)の有効性を数値例に

よって確認する．まず，∆pref =0の場合に対して二つの
出力の非干渉化を確認する．つぎに，∆prefを適切に選ぶ
ことで，連系点電力およびガス使用量の制御が可能なこ
とを示す．数学モデルのパラメータは文献 [18,20,21,23]

に基づき，Table 1に示す値に設定した．

6.1 連系点電力およびボイラ圧力の非干渉化
はじめに，補題 1の条件を Fig. 4に示す．図におい

て実線は detA(x)= 0となる集合を示しており，破線は
detDΦ(x) = 0を示している．本論文では，(xe1,xe3) =

(0,0)を含むこれらの曲線の内側の領域をDとする．
つぎに，定理 1に基づきシステムの最小位相性の条件

を確認する．ただし，前節の結果より，qは ξh1に依存し
ないため，行列Qは pref に依存せずP ref

e∞により定まる．
Fig. 4の×は目標値 yref1 を変化させた場合の x∗

e1および
x∗
e3の値を示す．本数値計算により，P ref

e∞ ∈ [0.6,1.32]の
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Dynamics of

two-site system

Eq.(15a)

Energy flows

Eqs.(4), (9)

Cordinate

transformation

Eq.(19)

Coordinate

transformation

Eq.(37)

Controller

Eqs.(26),(30)

Reference 

generation

Including Eq.(29)

Deviation

from reference

Eq.(31)

Fig. 3 Block diagram of the proposed controller for two-site regional energy system

Table 1 Parameters for numerical simulation

Symbol Meaning Value

Tvi Valve positioner time constant 0.05s
Tfi Fuel system time constant 0.4s
TCDi Compressor volume time constant 0.1s
Woi Fuel valve lower limit 0.23p.u.
Ke1 Rated mechanical power #1 7.5MW
Ke2 Rated mechanical power #2 3.0MW
Khi Rated heat output 6.0MJ/s
βi Coefficient for no fuel condition 0

ωs Synchronous speed 377 rad/s
Hi Per-unit inertia time constant 10s
Di Damping coefficient 0.05p.u.
Ei Voltage of the generator 1.0p.u.
Bi0 Transfer susceptance to infinete bus 1.0p.u.
B12 Transfer susceptance 0.5p.u.
Gij Transfer conductances 0

p0 Nominal value of pressure 800kPa
ρs Density of saturated steam 4.161kg/m3

hs Specific enthalpy of steam 2768 kJ/kg
hw Specific enthalpy of water 721.0 kJ/kg
ei Coefficient of pressure variation 3073J/Pa
d Diameter of the steam pipe 0.2m
L Length of the pipe 200m
λ Friction coefficient 0.016

Q′
L1 Heat consumption at site #1 2.0MJ/s

Q′
L2 Heat consumption at site #2 5.0MJ/s

-π

-π/2

0

π/2

π

-π -π/2 0 π/2 π

x
e3

xe1

P e∞
ref

∆p
ref

detA(x)=0

detDΦ(x)=0

Fig. 4 Singularity condition of A(x) and DΦ(x)

範囲に対して平衡点は開集合Dの中にあることがわかっ
た．対応する行列QはP ref

e∞ < 1.2の範囲で 2組の複素共
役な固有値と一つの実固有値をもつ．実固有値は−10付
近に存在し，2組の複素固有値の実部はFig. 5に示す結果
となった．図より yref1 < 0.67で固有値の実部が正となる
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Fig. 5 Real parts of eigenvalues of Q for various P ref
e∞
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

Fig. 6 Time responses of outputs y1 and y2 and inputs u1

and u2. The solid line shows the responses under

yref2 =0, and the broken line under yref
2 =0.1.

ことが確認できる．また，yref1 =1.32では固有値が不連
続に変化している．これは平衡点上でdetA(x)=0となる
ことと対応しており，この付近では制御入力 (30)が過大
となる．したがって，システム (15)はP ref

e∞ ∈ [0.67,1.32]

の範囲で最小位相となることがわかる．
以上で求めた範囲に対して ∆pref = 0 とおいた制御

則 (30) の適用結果を確認する．Fig. 6 は，2 組の目標
値 (yref1 ,yref2 ) = (P ref

e∞,pref) に対する閉ループ系の応答
を示す．図の実線は (P ref

e∞,pref) = (1.0,0) の場合の応
答を示し，破線は (P ref

e∞,pref) = (1.0,0.1)の応答を示し
ている．初期値はいずれの場合も (P ref

e∞,pref) = (1.0,0)

に対応する平衡点 x∗ に対して xe1 = x∗
e1+0.1 および

xh1 = x∗
h1+0.1 と設定した．制御器のゲイン αei およ

び αhi については，行列 Ae および Ah の固有値の実
部がすべて負となる範囲で，各時刻 t に対して入力が
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Fig. 7 Real parts of eigenvalues of Q̃ for various ∆pref
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Fig. 8 Relation between ∆pref and the final value of Pgas

ui ∈ [0,1]となり，かつ状態がx∈Xを満たせばよい．本
論文では，これを踏まえた試行錯誤によりつぎの多項式
に基づきゲインを設定した: (s2+2.5s+2.52)2(s+2.5),

(s2+0.25s+0.252)(s+0.25). Fig. 6において，共通の
P ref
e∞ のもとで，異なる pref の設定に対して，y1 が同じ
応答を示し，y2については指定した prefへと収束してい
る．これは，出力 y1および y2が非干渉化され，連系点
電力の目標値への追従が可能であることを示している．

6.2 連系点電力およびガス使用量の同時調整
最後に，制御則 (30)の有効性を確認する．定理 2の

条件について，Fig. 4の ◦は目標軌道のパラメータ∆pref

を変化させた場合の結果を示す．ただし，yref1 =1.0とし
ている．計算結果より，∆pref ∈ [−0.068,0.1]の範囲で
は定理 2の点 ([P ref

e∞,0,...0]T, [0,∆pref ,0]T,ηref)は開集
合Dに含まれている．行列 Q̃の固有値に関しては，前
述の結果と同様，実固有値の一つが−10付近に存在し，
他の固有値の実部はFig. 7に示す結果となった．図より
∆pref > 0.046の範囲で実部が正の固有値が存在するこ
とがわかる．したがって，yref1 =1.0に対して定理 2の
条件は∆pref ∈ [−0.068,0.046]の範囲で成立する．上記
の範囲の広さについて，Fig. 8は∆pref とPgasの最終値
の関係を示している．図よりPgasは 0.7から 1.4の範囲
で調整可能であり，上記の∆pref の範囲でガス使用量を
数割程度変化させることができることがわかる．
Fig. 9は yref1 =1.0および∆pref =−0.02とした場合の

閉ループ系の応答を示す．初期値および制御器のゲイン
は 6.1のものと同じ値に設定した．連系点電力 y1 およ
びボイラ圧力の y2のいずれも目標軌道に追従しており，
ガス使用量が低下していることがわかる．上記の設定は
数十分で圧力（絶対圧）が 1割程度変化する勾配に相当
しており，この間にガス使用量を 1割程度抑制すること
ができている．上記の結果は，本パラメータ設定におい
て，前述した電気供給量を維持したうえでのガス使用量
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Fig. 9 Time responses of output variables and gas flow

under P ref
e∞ =1.0 and ∆pref =−0.02

のピークの抑制が実現可能であることを示すものである．

7. おわりに
本論文では，2サイト地域エネルギーシステムの非線

形状態方程式モデルに対して，連系点電力およびボイラ
圧力の目標軌道を追従する制御系を設計した．入出力線
形化を用いて上記の二つの出力を非干渉化することで，
(i)連系点電力の調整および (ii)熱の需給バランスを考慮
したガス使用量の調整の二つを分離して議論することが
可能となった．本論文の主結果として，連系点電力に関
して目標値への追従を行いつつ，ボイラ圧力に関してラ
ンプ状に変化する目標軌道への追従を行うことで，ガス
使用量を一定目標値へと収束させる制御則を導出した．
本制御則を用いることで，熱供給システムがエネル

ギーの蓄積要素としてエネルギー需給の過不足を吸収
し，地域外とのエネルギー授受に関する電気およびガス
フローを調整することができる．これは，複数のエネル
ギー変換機器の協調による地域エネルギーマネジメント
のベースとなる結果である．
最後に，地域エネルギーマネジメントのための制御系

設計に関して本論文の課題を述べる．本論文で設定した
目標軌道はランプ状に変化し，時間無限大では発散する．
この変化は閉ループ系の時定数に比べて遅いため，電気
およびガスフローの調整のための制御系設計に関しては
実用上問題ない．しかし，長時間スケールではボイラ圧
力の目標軌道の有界性を保証する必要がある．一方，圧
力の有界性を確保するため，これを安定化した場合につ
いては文献 [25]で検討しており，エネルギーフローに関
して目標値からの定常偏差が避けられないことがわかっ
ている．電気，熱，ガスを考慮した長時間スケールを含
む目標軌道の設計については今後の課題である．
また，本論文では，目標軌道を安定化するために，入

出力線形化による極配置に基づくフィードバック則を検
討した．これは，目標軌道の追従により電気およびガ
スフローを調整可能であることの理論的裏付けとなる．
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しかしながら，実装の観点からは，モデル化誤差の影
響を受けにくい制御系の設計が不可欠である．とくに，
フィードバックによる非干渉化の場合には，一般に定常
状態非干渉化や部分非干渉化が利用される [26]．このた
めのフィードバック則としては，線形化に基づく制御則
に加え，入出力線形化に基づく非線形ロバスト（適応）
制御 [24]が考えられ，実装に向けた検討課題である．
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